
令和元年１０月，旭川市はユネスコ創造都市ネットワーク（デザイン分野）に加盟し，
令和２年度にはデザインによる地域活性化を目指し様々な事業に取り組みました。

（デザイン推進事業費）

旭 川 市

令和３年（202１年）10月

令和２年度

旭川市の決算はどうだったの？



Χ はじめに
旭川市では，決算の内容や様々な数値の意味について解説するとともに，グラフや図表を使って，できるだ

け分かりやすく皆さんにお知らせできるよう，｢旭川市の決算はどうだったの？｣を作成しています。

このたび，令和 2年度の決算・財政状況をまとめた「令和２年度 旭川市の決算はどうだったの？」を作
成しました。
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■ 会計区分について
市の仕事の範囲は広く複雑なので，旭川市では，次のとおり会計を区分しています。

・ 一般会計
道路や公園の整備，学校の建設，福祉事業，市民活動の

支援，ごみ処理，健康づくりなど，市民生活全般にわたる

支出や収入などを経理する基本的な会計です。

・ 特別会計
特定の収入を特定の事業に使う場合など，一般会計と

区別して経理する必要がある場合に設けている会計で，国

民健康保険事業や動物園事業などがあります。

また，特別会計の中でも水道事業，下水道事業，病院

事業は地方公営企業法の適用を受け，料金収入等によって

サービス提供や経営を行っているため，「公営企業会計」

といいます。

・ 普通会計
全国の各市町村の決算状況を比較するため，国（総務省）

が定義している会計です。

旭川市の普通会計には，一般会計のほか，動物園事業

特別会計，育英事業特別会計，母子福祉資金等貸付事業

特別会計が含まれます。

特別会計

,国民健康保険事業

公共駐車場事業

介護保険事業

後期高齢者医療事業

公営企業会計

水道事業

下水道事業

病院事業

普通会計

１

動物園事業

育英事業

母子福祉資金等貸付事業

一般会計

※ 普通会計は，総務省の確定前数値で作成しています。

※ 決算は通常円単位で行いますが，この冊子では分かりやすくするために，万円単位などで表示します。

そのため，四捨五入等の端数処理により，金額や割合の合計などが合わない場合があります。

※ 他都市の財務指標と数値は，確定前のものです。
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令和2年度の一般会計の実質収支額（注１）は約23億9千万円となりました。この2分の1の約11億9千万円
を財政調整基金（注２）に積み立て，残りを翌年度に繰り越しました。

※ △は不足額です。資本的収支の不足額は，積立金や減価償却費などの内部留保資金で補塡した

ほか，病院事業にあっては一時借入金で措置しました。

注１【実質収支額】
歳入決算額から歳出決算額を差し引き，そこから翌年度に繰り越した事業に使う財源を除いた収支額で，決算剰

余金ともいいます。一般的には，市の決算は，この実質収支額で説明します。
注２【財政調整基金】

災害など予期しない支出に備え，また，市の収支の状況により積み立てる・取り崩すなど，年度間の財政調整の役
割を果たす基金（貯金）です。条例により，実質収支額の 2 分の 1 に相当する額は財政調整基金に編入することに
なっています。

令和2年度の決算はどうだったの？

区 分 歳入 歳出 差引
翌年度

繰越財源
実質収支額

一 般 会 計 2,016 億
6,285 万円

1,991 億
1,609 万円

25 億
4,676 万円

1 億
5,929 万円

23 億
8,747 万円

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険 事 業 351 億
6,532 万円

346 億
4,072 万円

5 億
2,460 万円 0 円

5 億
2,460 万円

動 物 園 事 業 15 億
2,945 万円

15 億
2,945 万円 0 円 0 円 0 円

公 共 駐 車 場 事 業
6,084 万円 6,084 万円 0 円 0 円 0 円

育 英 事 業 2 億
6,617 万円

2 億
5,726 万円 891 万円 0 円 891 万円

介 護 保 険 事 業 362 億
2,652 万円

353 億
2,454 万円

9 億
198 万円 0 円

9 億
198 万円

母 子 福 祉 資 金 等
貸 付 事 業

2 億
8,365 万円 6,049 万円

2 億
2,316 万円 0 円

2 億
2,316 万円

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 54 億
2,216 万円

54 億
1,895 万円 321 万円 0 円 321 万円

小 計 789 億
5,411 万円

772 億
9,225 万円

16 億
6,186 万円 0 円

16 億
6,186 万円

合 計 2,806 億
1,696 万円

2,764 億
834 万円

42 億
862 万円

1 億
5,929 万円

40 億
4,933 万円

区 分 収入 支出 差引

公
営
企
業
会
計

水道事業
収益的 61 億 3,865 万円 53 億 4,860 万円 7 億 9,005 万円

資本的 21 億 9,453 万円 59 億 1,542 万円 △37 億 2,089 万円

下水道事業
収益的 91 億 7,990 万円 86 億 9,650 万円 4 億 8,340 万円

資本的 31 億 3,053 万円 64 億 5,918 万円 △33 億 2,865 万円

病院事業
収益的 129 億 1,917 万円 115 億 2,626 万円 13 億 9,291 万円

資本的 14 億 1,629 万円 17 億 6,199 万円 △3 億 4,570 万円
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■ 令和２年度の一般会計歳入の予算と決算

令和2年度歳入決算は，国庫支出金（37.9%）が最も大きな割合を占めています。
次に，市税（19.8%），地方交付税（15.7%）となり，毎年，この３つが上位を占めています。

注３【臨時財政対策債】
平成13年度から，国が地方に交付すべき財源のうち，不足分を国と地方が折半して補うことになり，その地方負担

分を補うために借り入れる市債（借金）のことです。
臨時財政対策債の元利償還額（元金と利子の合計額）は，後年度の地方交付税の計算に算入され，地方公共団体の

財政運営に支障が生じないように措置されることになっています。

令和2年度の一般会計の歳入決算はどうだったの？

決算額
2,016 億 6,285 万円

その他 188億 6,403万円（ 82.7%）
貸付金の元利収入や使用料などです。

市債 151億 5,354万円（ 83.8%）
公共施設の建設などのために市が行う借金です。

※ この中には，臨時財政対策債（41億 9,047万円）が
含まれています。

道支出金 118億 8,980万円（ 95.9%）
国庫支出金と同様に，個別の事業ごとに北海道から交付

される補助金などです。

国庫支出金 763億 8,732万円（ 94.6%）
個別の事業ごとに国から交付される補助金などです。

主な収入

特別定額給付金給付事業費補助金 334億 2,058万円

市税
(構成比率

19.8%)

地方交付税
(15.7%)

(3.9%)

国庫支出金
(37.9%)

道支出金
(5.9%)

市債
(7.5%)

その他
(9.3%)

地方
消費税
交付金

市税

地方交付税

国庫支出金

道支出金

市債

その他

市税 398億 2,787万円
（対予算執行率 99.6%）

市民税，固定資産税，軽自動車税，市たばこ税，入湯税，

事業所税，都市計画税の収入です。

主な収入

市民税 175億 8,148万円
固定資産税 145億 7,311万円

地方交付税 316億 5,909万円（ 96.7%）
所得税，法人税，酒税，消費税の一定割合と，地方法人

税の全額が市の財政力に応じて交付されます。

※ 臨時財政対策債（注３）（41億 9,047万円）を合わせ
た実質的な交付税の額は，358億 4,956万円（構成比
率 17.8%）になります。

地方消費税交付金 78億 8,120万円（110.0%）
国に納められた 10%の消費税のうち 2.2%が北海道に，
さらにその 1/2が道内の市町村に交付されます。

予算現額
2,139 億 6,531 万円
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■ 令和２年度の一般会計歳出の予算と決算

令和2年度歳出決算は，民生費の支出が最も多く，全体の53.2％を占め，次に職員費（8.7%），
公債費（8.6%），土木費（8.4%）の順となっています。
年度により順番は異なりますが，毎年，この４つが上位を占めています。

注４【繰出金】
市の会計は，一般会計・特別会計に分けて経理していますが，各会計で実施する事業の財源とするために，会計

間で資金を移動することがあります。他の会計へ資金を移す場合は「繰出金」といい，他の会計から資金を受け入
れる場合は「繰入金」といいます。公営企業会計へ繰り出すときは，負担金・補助金・出資金として支出しますが，
まとめて「繰出金」ということもあります。

令和2年度の一般会計の歳出決算はどうだったの？

教育費 123億 8,552万円（ 81.4%）
学校の維持補修や整備，図書館・公民館の運営，生涯

学習活動などの経費です。

東栄小学校増改築費 21億 6,011万円
学校 ICT環境整備費 19億 5,416万円

予算現額
2,139 億 6,531 万円

決算額
1,991 億 1,609 万円

民生費
(構成比率

53.2%)

民生費

衛生費
(5.0%)

農林水産業費
商工費(5.1%)

土木費
(8.4%)

教育費
(6.2%)

公債費
(8.6%)

職員費
(8.7%)

その他
(4.8%)

衛生費

農林水産業費
商工費

土木費

教育費

公債費

職員費

その他

職員費 173億 5,637万円（ 97.9%）
市職員の給料，退職手当などの経費です。

土木費 166億 6,119万円（ 90.5%）
道路や公園，空港，市営住宅の整備，除排雪などの経費

です。

除雪費 35億 1,822万円
道路側溝整備費 32億 4,106万円

農林水産業費・商工費 102億 7,642万円（ 81.4%）
農林業や商工業の指導育成や支援のほか，地場産品の

消費・販路拡大，観光振興などにかかる経費です。

中小企業振興資金融資事業費 57億 1,502万円

衛生費 98億 7,965万円（ 77.0%）
保健所の運営や市民の健康づくり，ごみの収集や処理，

公営企業会計への繰出金（注４）などの経費です。

病院事業会計負担金 13億 8,777万円

公債費 172億 2,852万円（ 99.7%）
これまで借り入れた市債の償還（返済）などの経費です。

その他 94億 6,079万円（ 87.0%）
議会費，総務費，消防費などです。

民生費 1,058億 6,763万円
（対予算執行率 97.1%）

生活保護や高齢者・障害者福祉などの各種福祉事業や，

子育て関連の事業に使う経費です。

主な支出（以下同様）

特別定額給付金支給費 ・ 334億 2,058万円
生活保護等費 ・192億 4,289万円
子どものための教育・保育給付費 104億 679万円
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■ 一般会計歳入決算の推移
令和2年度歳入決算は，前年度と

比較して422億円増加しています。
内訳では，特別定額給付金やひとり

親・子育て世帯を対象とした臨時特別

給付金などの補助金や，新型コロナ

ウイルス感染症の対策を行うための

交付金などにより，国・道支出金が

426億円増加しました。
また，減収補塡債・特別減収対策債

（注５）の発行などにより，市債が7億円
増加しました。

一方で，国から配分される地方

交付税が10億円，法人市民税が減った
ことなどにより市税が5億円，それ
ぞれ減少しました。

■ 一般会計歳出決算の推移
令和2年度歳出決算は，前年度と

比較し409億円増加しています。
内訳では，民生費で国民１人当たり

10万円の特別定額給付金や，ひとり
親・子育て世帯を対象とした臨時特別

給付金を支給したことなどにより，

351億円増加しました。
また，農林水産業・商工費で，中小

企業振興資金融資事業費が増加した

ことなどにより24億円，教育費で，
小中学校にタブレット端末を配備す

る学校ICT環境整備費が増加したこと

などにより23億円，それぞれ増加しま
した。

一方で，公債費は長期債の元金償還

額が減少したことにより，9億円減少
しました。

注５【減収補塡債・特別減収対策債】
税収・使用料など市の収入が減少した際にその不足分を補うために借り入れる市債（借金）のことです。
減収補塡債は，法人事業税など対象となる税目の税収が見込額を下回る場合に発行できる市債で，元利償還額

の一部（元金と利子の合計額）は，後年度の地方交付税の計算に算入されることになっています。
また，特別減収対策債は，施設使用料などに減収があった場合に発行できる市債で，コロナ禍によって悪化が

見込まれた市の資金繰りへの対策として令和2年度に新たに創設されたものです。

これまでの一般会計決算の推移はどうなっているの？

253 277 243 264 268 

157 132 154 144 151 

380 438 435 457 

883 
352 334 323 327 

317 
395 394 400 403 

398 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

H22 H27 H30 R1 R2

一般会計歳入決算の推移

市税

地方交付税

国・道支出金

市債

その他
(使用料・
手数料
財産収入等)

(億円)

1,537 1,575 1,555 1,595

2,017

(10 年前) (５年前)

64 68 69 79 95
189 183 174 176 173

192 179 180 181 172
91 95 101 101 124
194 159 166 168 167
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103 102 94 90 99

576 687 687 708

1,058
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500 

1,000 
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一般会計歳出決算（目的別）の推移

民生費

衛生費

 

土木費

教育費

公債費

職員費

その他

農林水産業
・商工費

(億円)

1,507 1,563 1,544 1,582

1,991

(10年前) (５年前)
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■ 財政力指数
財政を自前の収入でどれくらい賄っているかを表す指標に，｢財政力指数｣があります。

旭川市の財政力指数は0.538となっており，近年は少しずつ上昇していますが，中核市（注６）平均の0.801
と比較すると，依然として低い水準にあります。

※ この数値が「1」を超えると需要額より収入額の方が多いということなので，財政に余裕があること
になります。逆に「1」未満の場合では，必要な行政サービスを行うための収入が不足していることに
なりますので，差額分が普通交付税として国から交付されます。例えば，大企業などが所在する自治体

では，市税収入が大きいため，財政力指数が高くなる傾向にあります。

注６【中核市】
政令指定都市を除く人口 20 万人以上の指定された都市に市民生活に関わりの深い事務権限を与える都市制度

です。
旭川市は平成 12 年 4 月 1 日に中核市に移行しており，令和 3 年 4 月 1 日現在で旭川市を含めて 62 市あります。

旭川市の財政はどれくらい自前で賄っているの？

財 政 力 指 数 ＝
基 準 財 政 収 入 額

（標準的な税の徴収を行ったという前提のもとに，歳入額を算出したもの）

基 準 財 政 需 要 額
（標準的な行政サービスを行ったという前提のもとに，歳出額を算出したもの）

0.503 0.492 0.531 0.532 0.538 
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0.50 

0.60 

0.70 

0.80 

0.90 

1.00 

H22 H27 H30 R1 R2

旭川市の財政力指数の推移 普通交付税が交付されない
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普通交付税が交付される
（値が小さくなるほど財政力が弱くなる）

(10年前)                  (５年前)
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0.814 
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0.768 
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中核市平均
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■ 安定的な財源確保の難しさ
歳入のうち，使い方が限定されて

いない財源として，市税や地方交付税

などがあります。

市税は，平成 9年度の 443億円を
ピークに，国の減税政策や景気低迷の

影響などにより減少した後，横ばいの

状態が続きました。令和 2年度は市民
税の減少などにより 5億円減少してい
ます。

地方消費税交付金は，平成 26年度
までは 40 億円前後で推移してきま
したが，令和元年 10月に消費税率が
10%に引き上げられたことにより，
令和 2 年度は 79 億円に増加してい
ます。この引上げ分については，社会

保障経費に充てることになっており，

詳しくは次のページをご覧ください。

地方交付税は，歳入全体の約 2割を占める重要な財源ですが，国の政策の影響を受けやすいため，今
後の財政の見通しを立てにくい状況にあります。

■ 義務的経費の負担
歳出を性質別に分類した経費の

うち，人件費，扶助費（注７）及び公債費

を義務的経費といいます。

扶助費は，児童扶養手当の受給世帯

数の減少や生活保護費の減少などに

より，前年度と比較して9億円減少し
ました。

また人件費は，会計年度任用職員制

度の導入に伴い，物件費に計上されて

いた臨時職員の費用が人件費に移行

したことなどにより7億円増加してい
ます。

義務的経費の歳出に占める割合が

高いと，市が独自に実施する事業に

充てることができる財源が少なく

なりますが，旭川市の割合は，特別

定額給付金をはじめ，新型コロナウイルス感染症対策の経費などにより，その他が423億円増加した令
和2年度を除き，各年度の決算額の半分以上を占めている状況です。

注７【扶助費】
社会保障制度の一環として，法令等に基づき被扶助者に対して生活を維持するために支出される経費及び市が単独

で行っている各種扶助の経費のことで，生活保護・児童福祉・障害者福祉・高齢者福祉・就学援助などがあります。

旭川市の財政の特徴はどうなっているの？
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■ 消費税引上げ分の活用
令和2年度の地方消費税交付金78億8,120万円のうち41億4,081万円は，消費税率引上げ（平成26年4月

に5%→8%，令和元年10月に8%→10%）による増収分で，社会保障の充実や安定化のために使うことに
なっており，次の事業に活用しました。

消費税引上げ分の使いみちは？

事業名 事業費

財 源

国・道など 市 うち地方消費税交付金
増収分充当額

社

会

保

障

の

充

実

産後ケア事業費 527 万円 320 万円 207 万円 207 万円

産前・産後ヘルパー事業費 274 万円 7 万円 267 万円 267 万円

子育て支援員研修費 271 万円 159 万円 112 万円 112 万円

保育士確保事業費 3,318 万円 2,210 万円 1,108 万円 1,108 万円

実費徴収補足給付費 2,799 万円 179 万円 2,620 万円 2,620 万円

施設等利用費給付費 2 億 7,323 万円 2 億 2,011 万円 5,312 万円 5,312 万円

新規参入施設巡回支援等
事業費 23 万円 17 万円 6 万円 6 万円

認可外保育施設利用者補助金 48 万円 － 48 万円 48 万円

病児保育事業費 2,243 万円 1,485 万円 758 万円 513 万円

子育て支援ナビゲーター
活動費 487 万円 337 万円 150 万円 136 万円

私立認可外保育施設運営
補助金 2,020 万円 8 万円 2,012 万円 72 万円

保育体制充実費 3 億 1,193 万円 2,450 万円 2 億 8,743 万円 5,927 万円

ファミリーサポートセンター
運営費 1,400 万円 887 万円 513 万円 127 万円

子どものための教育・保育
給付費 104 億 0,679 万円 74 億 7,518 万円 29 億 3,161 万円 2,516 万円

放課後児童クラブ開設費 1 億 0,839 万円 9,270 万円 1,569 万円 1,569 万円

児童家庭相談事業費 2,670 万円 1,254 万円 1,416 万円 28 万円

子ども医療費助成費 5 億 4,419 万円 1 億 5,208 万円 3 億 9,211 万円 2 億 3,762 万円

出産支援推進費 1 億 5,366 万円 646 万円 1 億 4,720 万円 423 万円

小 計 119 億 5,899 万円 80 億 3,966 万円 39 億 1,933 万円 4 億 4,753 万円

社

会

保

障

の

安

定

化

国民健康保険事業特別会計
繰出金 35 億 7,865 万円 16 億 7,202 万円 19 億 0,663 万円 7 億 6,608 万円

後期高齢者医療事業特別会計
繰出金 15 億 6,985 万円 10 億 2,499 万円 5 億 4,486 万円 1 億 3,120 万円

介護保険事業特別会計
繰出金 56 億 1,786 万円 5 億 2,051 万円 50 億 9,735 万円 27 億 9,600 万円

小 計 107 億 6,636 万円 32 億 1,752 万円 75 億 4,884 万円 36 億 9,328 万円

合 計 227 億 2,535 万円 112 億 5,718 万円 114 億 6,817 万円 41 億 4,081 万円
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■ 財政調整基金と減債基金
特定の目的のために，資金を積み立てる又は運用するものとして，「基金」があります。

そのうち財政運営の調整財源として活用できるものとしては，財政調整基金（１㌻参照）と減債基金（注８）が

あります。

財政調整基金は，地方交付税の減少などによる財源の不足分を補塡するために取り崩した結果，平成20
年度には，基金残高（注９）は4億円にまで減少しました。
その後，行財政改革や財政の健全化に向けた取組などにより，平成26年度には64億円まで増加しまし

たが，平成27年度以降は，地方交付税の減少等により再び取り崩す状況が続きました。しかし，コロナ禍
にあった令和2年度においては，医療機関の受診控えなどによる扶助費（生活保護費等）の減少や減収補
填債（４㌻参照）などの特例債の活用などにより，6年ぶりに取崩しを行わなかった結果，年度末基金残高は
44億円に増加しました。なお，令和2年度決算の実質収支額（１㌻参照）の2分の1（以下「剰余分」といいま
す。）である12億円を積み立てた後の残高は56億円となっています。
減債基金は，市債の償還にあわせて活用しています。令和2年度は運用益の積立てのみのため，残高は

前年度と変わらず5億円となっています。
財政調整として活用できる財政調整基金と減債基金の残高の合計は49億円で，中核市（５㌻参照）平均の

114億円と比べると大きな開きがあります。

注８【減債基金】
市債の償還に備えるための基金です。市債の償還額が他の経費を圧迫するような場合や年度による償還の負担を

平準化する場合などに活用します。
注９【基金残高】

基金残高は，寄附金や運用利子などを積み立てたり，設置目的の経費に活用するために取り崩すことで変動します。
旭川市で基金残高を示す場合は，主に①「年度末の 3 月 31 日現在の残高」，②「①に出納整理期間中の増減を反

映した残高」があり，また，財政調整基金等では，③「②に決算の剰余分を加えた残高」があります。
この冊子では，一般的に使用される決算を反映した②で記載しています。

注 10【出納整理期間】
年度末の 3 月 31 日までに確定した債権の収入と債務の支払を行う翌年度の 4・5 月の 2 か月間の期間を指します。

旭川市の貯金はどうなっているの？
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■ 基金の目的と残高
各基金の設置目的と基金残高は次のとおりです。

基金 設置目的 基金残高（前年度比較）
国 民 健 康 保 険 事 業
準備基金

国民健康保険事業の健全な運営を確保する
ため

R1
R2

6億2,288万円
5億7,115万円 （5,173万円の減）

育英事業基金 学生，生徒の修学に必要な経費の財源に充てる
ため

R1
R2

6億6,636万円
8億0,152万円 （1億3,516万円の増）

社会福祉事業基金 社会福祉事業に必要な経費の財源に充てる
ため

R1
R2

4億3,439万円
4億2,548万円 （891万円の減）

子ども基金 子ども及び子育てに関する事業に必要な経費
の財源に充てるため

R1
R2

4億3,221万円
4億2,898万円 （323万円の減）

財政調整基金 本市財政の健全な運営に役立てるため R1
R2

37億7,161万円
43億8,444万円 （6億1,283万円の増）

消防職員等褒賞基金 消防行政に特別な功績のあった者の褒賞に
必要な経費の財源に充てるため

R1
R2

58万円
58万円 （増減なし）

スポーツ振興基金 スポーツの振興に関する事業に必要な経費の
財源に充てるため

R1
R2

1億7,476万円
1億6,600万円 （876万円の減）

公 の 施 設 建 設 基 金
（彫刻公園）

公の施設（彫刻公園）の建設費の財源を積み
立てるため

R1
R2

1,944万円
1,892万円 （52万円の減）

公 の 施 設 建 設 基 金
（北彩都関連施設等）

公の施設（北彩都関連施設等）の建設費の財源
を積み立てるため

R1
R2

667万円
544万円 （123万円の減）

公 の 施 設 建 設 基 金
（学校施設）

公の施設（学校施設）の建設費の財源を積み
立てるため

R1
R2

282万円
－ （282万円の減）

デザイン振興基金 デザインに関する事業に必要な経費の財源に
充てるため

R1
R2

2,191万円
1,453万円 （738万円の減）

国際交流活動基金 国際交流活動に必要な経費の財源に充てる
ため

R1
R2

5,182万円
5,715万円 （533万円の増）

庁舎建設整備基金 庁舎の建設整備事業の財源に充てるため R1
R2

25億1,597万円
24億6,233万円 （5,364万円の減）

減債基金 市債の償還に必要な財源を確保し，将来に
わたる財政の健全な運営に役立てるため

R1
R2

4億7,178万円
4億7,219万円 （41万円の増）

長 寿 社 会 生 き が い
基金

長寿社会に対応する社会福祉活動に必要な
経費の財源に充てるため

R1
R2

1億4,822万円
8,751万円 （6,071万円の減）

都市緑化基金 都 市 緑 化 推 進 活 動 に 必 要 な 経 費 の 財 源 に
充てるため

R1
R2

7,393万円
7,222万円 （171万円の減）

介護給付費準備基金 介護保険事業の健全な運営を確保するため R1
R2

17億9,161万円
22億2,399万円 （4億3,238万円の増）

旭山動物園施設整備
基金

旭山動物園の動物展示施設等の整備及び動物
の購入に必要な経費の財源に充てるため

R1
R2

7億3,065万円
8億2,676万円 （9,611万円の増）

まちなか活性化事業
基金

中心市街地における物産及び観光に関する
情報の発信並びににぎわい創出に係る事業に
必要な経費の財源に充てるため

R1
R2

3,428万円
5,016万円 （1,588万円の増）

文化芸術振興基金 文化芸術の振興に関する事業に必要な経費の
財源に充てるため

R1
R2

3,620万円
3,680万円 （60万円の増）

環境基金 環境の保全に関する事業に必要な経費の財源
に充てるため

R1
R2

4,279万円
4,419万円 （140万円の増）

河川環境整備基金 河川環境の整備及び河川の愛護に関する事業
に必要な経費の財源に充てるため

R1
R2

2億2,699万円
2億1,193万円 （1,506万円の減）

カ ム イ ス キ ー リ ン
クス施設整備基金

カムイスキーリンクスの施設等の整備に必要
な経費の財源に充てるため

R1
R2

2,635万円
2,768万円 （133万円の増）

21世紀の森施設基金 21世紀の森施設の整備及び管理運営に必要な
経費の財源に充てるため

R1
R2

5,559万円
4,864万円 （695万円の減）

産業振興基金 産業の振興に関する事業に必要な経費の財源
に充てるため

R1
R2

3,778万円
2,399万円 （1,379万円の減）

森林整備基金 森林の整備に関する事業に必要な経費の財源
に充てるため

R1
R2

2,212万円
4,953万円 （2,741万円の増）

○新 新型コロナウイ
ルス感染症対策基金

新型コロナウイルス感染症対策に関する事業
に必要な経費の財源に充てるため

R1
R2

－
3億6,240万円 （皆増）

○新 動物愛護基金 動物の愛護及び管理に関する事業に必要な
経費の財源に充てるため

R1
R2

－
3,388万円 （皆増）

○新 科学館施設整備
基金

科学館の展示施設の整備及び科学館事業に
必要な経費の財源に充てるため

R1
R2

－
1,400万円 （皆増）

○新 新型コロナウイ
ルス感染症対応地方
創生臨時交付金基金

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時
交付金実施計画に基づく，利子補給事業の財源
に充てるため

R1
R2

－
6,391万円 （皆増）
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■ 市債残高
「市債」とは，市が公共事業などを実施する際に借り入れる「借金」のことです。市債の利用は，事業

資金を調達するだけではなく，将来にわたり市債を償還（返済）していくことで，世代間の負担を公平に

するという役割もあります。

旭川市では，過去に市債の残高が年々増加し，その償還負担が市の財政を圧迫していましたが，

コスト削減や事業費の平準化を図るなど年度ごとの事業費を抑制し，市債の借入額を元金の償還額以下

に抑えることで，市債残高は平成17年度の1,949億円をピークに令和2年度は1,739億円まで減少してい
ます。

また，市民一人当たりの市債残高は53万円であり，中核市平均の38万円と比較すると，高い水準にあり
ます。

旭川市の借金はどうなっているの？
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■ 健全性を示す指標
｢地方公共団体の財政の健全化に関する法律｣（以下「健全化法」といいます。）で定められた次の指標は，

監査委員の審査を受けて議会に報告し，公表することが義務付けられています。

■ 健全化判断比率
「実質赤字比率」，「連結実質赤字比率」，「実質公債費比率」，「将来負担比率」の4つの指標のいずれ

かが早期健全化基準を超えると，｢財政健全化団体｣として財政健全化計画を策定し，自主的に財政の健全

化に取り組むことになります（※ 市町村の早期健全化基準は，財政規模に応じて異なります。）。

さらに，財政再生基準を超えてしまうと，国の監督のもと財政再建を目指す｢財政再生団体｣になって

しまいます。

旭川市の令和 2年度決算での各指標は，いずれも基準を超えておらず，特に将来負担比率は前年度より
も改善しています。

これは，主に基金の増加や，

公営企業債の償還に充てるため

の一般会計からの繰入見込額の

減少などによるものです。

■ 資金不足比率
健全化法で定める公営企業会計は，旭川市の場合，水道事業，下水道事業，病院事業の３会計があり，

令和 2年度決算では，資金不足が生じた会計はありませんでした。

注 11【標準財政規模】
地方公共団体が自由に使える財源（一般財源）の標準的な規模を表します。
旭川市の令和 2 年度の標準財政規模は，822 億 254 万円です。

旭川市の財政の健全性はどうなっているの？

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

旭川市 ※ -2.91 ※ -6.79 8.2 85.8
早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 350.0
財政再生基準 20.00 30.00 35.0

健全化判断比率 ～ 地方公共団体の財政の健全性を示すもの。４つの指標があります。

◇ 実 質 赤 字 比 率 ： 普通会計の実質赤字が標準財政規模（注 11）に占める割合。

◇ 連結実質赤字比率 ： 全会計の実質赤字が標準財政規模に占める割合。

◇ 実質公債費比率 ： 一般会計等が負担する公債費が標準財政規模に占める割合。

◇ 将 来 負 担 比 率 ： 一般会計等が将来負担すべき債務が標準財政規模に占める割合。

資金不足比率 ～ 公営企業会計の資金不足が営業収益などの事業の規模に占める割合。
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※ 赤字比率が負数の場合は比率「－」となりますが，次のグラフで推移をわかりやすくするため，負数表示
としています。
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■ 財政の健全化に向けた取組
旭川市では厳しい財政状況を克服して，地方分権時代にふさわしい自立した行財政運営を推進するた

め，平成15年度に「旭川市行財政改革推進プログラム」（以下｢行革プログラム｣といいます。）を策定す
るとともに，平成17年度には，特に財政面を重視して具体的な数値目標を掲げた「旭川市財政健全化
プラン」（以下｢健全化プラン｣といいます。）を，平成20年度には「新健全化プラン」を策定し，全庁を
あげて財政の健全化に取り組んできました。

その後，平成25年度には「行革プログラム」と「新健全化プラン」の一体的管理等を目的に「行革
プログラム三訂版」を，平成28年度には第8次旭川市総合計画の着実な推進と財政面の補完を図るため，
令和元年度までを推進期間とする「行革プログラム2016」を策定し，行財政改革と財政の健全化に取り組
んできました。

現在は，令和2年度に策定した「行革プログラム2020」に基づき，令和3年度から令和5年度までに
見込まれる収支不足額56億6千万円の解消を目指し，収入の確保と支出の抑制に取り組んでいます。

■ 達成度
「行革プログラム2020」では，全体的な財政状況を把握し，計画的な財政運営を行うため，次の

とおり財政健全化の指標と目標を設定しています。

令和2年度決算では，住宅使用料の収納率や市債残高，財政調整基金残高などの数値が前年度比で
改善している一方で，市税の収納率と繰出金は，新型コロナウイルス感染症の影響等で数値が悪化して

いるため，引き続き，目標達成に向けた取組を進めていく必要があります。

健全な財政運営に向けた取組はどうなっているの？

指標 目標 達成度（成果） R2 年度の説明

収
納
率

市税 R5 年度 97.9% 96.0%
（R2 実績）

コロナ禍による徴収猶予等のため，前年度
から 0.1 ポイント悪化しました。

住宅使用料 R5 年度 84.5% 82.3%
（R2 実績）

納入督促及び法的措置の実施の推進により，
前年度から 1.6 ポイント改善しました。

市債借入額
（一般会計・建
設事業等債）

4 年間（R2～R5）
450 億円以内 ー

R2 年度から R5 年度までの４年間で 450 億円
以内とする目標に対して，令和 2 年度の借入
額は９６億円となりました。

市債残高
（一般会計・建
設事業等債）

R5 年度末
1,135 億円以下

1,122 億円
（R2 末残高）

市債借 入額を元金償 還額以 下に抑制 した
ため，前年度から 21 億円減少しました。

繰出金 R2～R5 年度で
累計 4 億円の縮減

ー

コロナ禍の影響による動物園事業特別会計等
への繰出金が増えたため，財政収支見通しの
R2 年度予定額 108 億 8 千万円に対して，3 億
8 千万円増の 112 億 6 千万円となりました。

財政調整基金 R5 年度末残高
30 億円以上

44 億円
（R2 末残高）

前年度の決算剰余金を積み立てる一方で，取
崩しを行わなかったため，前年度から 6 億円
増加しました。

基金総額
（一般会計）

R5 年度末残高
40 億円以上

96 億円
（R2 末残高）

財政調整基金や新型コロナウイルス感染症
対策基金等の残高が増えたため，前年度から
10 億円増加しました。

※ 市債借入額及び市債残高には，臨時財政対策債，R2減収補塡債及び特別減収対策債を含みません。
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Д ѴҊң Ѯ Ѯ ҆Ѱҫ

今後，人口減少の進行が見込まれる中，出生数の増加など，自然減への対応が重要である

ことから，結婚，妊娠，出産，子育てなどへの切れ目のない支援を進め，子どもを安心し

て生み育てることのできる環境を整備する。

₈ ה ה ≡⌐ ∆╢ ─ ₉

₈ ≡ ─ ₉

₈ ≢ ⇔≡ ⅝≡™ↄ ╩ ℮ ─ ₉ など

Е Ѹѵ҉ ῖѮῖѮ Ұѥ҆Ѱҫ

活力ある地域経済を展開するため，ものづくりや食品関連産業などにおいて，地域の特性

や資源を生かした付加価値の向上に努め，国内外に積極的に販路を拡大するとともに，地

域の医療や福祉などの様々な都市機能を生かし，若者をはじめ，女性やシニア世代も活躍

できる環境づくりを進める。

₈☻ⱳכ◄ꜞ◒꜠ה♠כ◦ꜛfi─ ₉

₈ ─ ≤ ─ ₉

₈ ─ ₉ など

Ж Ấ ѥѮѥѮ Ἳңҫ҆Ѱҫ

防犯や防災，交通安全，子育て，福祉，環境など，様々な分野において，地域の方々自

らが課題を見つけ，協力し合いながら解決していくことのできる地域社会を築く。

₈ ─╕∟≠ↄ╡─ ₉

■ 優先的に取り組んだ事業

少子高齢化・人口減少や地域経済の活性化，厳しい財政状況など多くの課題が山積する中でも魅力と

活力のあるまちづくりを展開していく必要があります。

このため，令和 2年度は第 8次旭川市総合計画に掲げる目標の達成に特に寄与する次の 3つを重点
テーマとして位置付け，関連する事業に予算を優先的に配分し，事業を実施しました。

この重点的に取り組んだ 3つのテーマに加え，その他特定の課題に対する取組，新型コロナウイルス
感染症対策への取組のうち，主な事業の内容を決算額と合わせてお知らせします。

令和２年度はどんなことに取り組んだの？

※ 財源欄について

国：事業を実施するために国から交付された補助金など

道：事業を実施するために北海道から交付された補助金など

市：「国」及び「道」以外の財源。このうち市債など一般財源以外の特定の収入があった場合は

「うち○○」として記載しています。

具体的な事業内容の説明は次のページからです
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■ こども 生き生き 未来づくり

児童家庭相談事業費

市民の子育て等に係る不安感の

解消を図るため，児童やその保護者

等からの相談を受け，助言・指導等を

行いました。令和 2 年度は，延べ

5,021件の相談を受けたほか，児童

虐待防止対策に関する基本方針の

策定に係る検討を進めました。

事 業 費 2,670万円

（ 前 年 度 比 ） 331万円

財

源

国 1,059万円

道 195万円

市 1,416万円

― ―

産前・産後ヘルパー事業費

妊娠中又は出産後の子育て家庭の

身体的・精神的負担軽減のため，

ヘルパーによる家事・育児の援助を

行いました。令和2年8月から令和

3年 3月までの間に 121 人から計

653回の利用があり，保護者の負担

軽減につながりました。

事 業 費 274万円

（ 前 年 度 比 ） 皆増

財

源

国 7万円

道 ―

市 267万円

― ―

放課後児童クラブ開設費

児童の放課後の受け皿を確保する

ため，定員超過などが生じるおそれ

のある学校に新たに公設の放課後児

童クラブを設置し，計 64人分の定

員を増やしました。また，民間の放課

後児童クラブを運営する14の事業

者に対して運営費を補助しました。

事 業 費 1億0,839万円

（ 前 年 度 比 ） 1,004万円

財

源

国 4,801万円

道 4,469万円

市 1,569万円

― ―

保育士確保事業費

市内保育所等における保育士の確

保のため，保育士資格の取得費用の

補助や，若手保育士への家賃補助を

行いました。また，保育士を目指す学

生や，潜在保育士，延べ421人を対

象とした就職説明会を行い，市内へ

の就職を促しました。

事 業 費 3,318万円

（ 前 年 度 比 ） 1,768万円

財

源

国 2,210万円

道 ―

市 1,108万円

― ―

R2新規事業
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高等教育機関設置準備費

旭川大学をベースとした公立大学

の令和５年度の開学及び令和７年度

の新学部設置に向けて準備を進める

ため，設置の意義や理念案，長期的

な運営収支の明確化などの課題を改

めて整理しました。

事 業 費 0万円

（ 前 年 度 比 ） ―

財

源

国 ―

道 ―

市 ―

― ―

特別支援教育推進費

障害の種類や程度に応じた指導の

ほか，特別な教育的ニーズのある

児童生徒に対して，適切な教育的支

援を行うため，補助指導員を小中学

校あわせて 83人配置し，特別支援

教育における支援体制の充実を図り

ました。

事 業 費 1億4,087万円

（ 前 年 度 比 ） 1,143万円

財

源

国 947万円

道 ―

市 1億3,140万円

― ―

就学助成費（小学校・中学校）

経済的理由により就学が困難とな

らないよう保護者負担を軽減するた

め，児童生徒の保護者に対し必要な

援助を行いました。また，新型コロ

ナの影響を大きく受けた家庭を対象

とした申請受付を始めたほか，支給

単価を増額し支援を拡充しました。

事 業 費 4億2,857万円

（ 前 年 度 比 ） △6,229万円

財

源

国 144万円

道 14万円

市 4億2,699万円

うち諸収入 844万円

育英資金給付型奨学金

国や北海道の奨学金では対象にな

らない方を支援し，教育にかかる

経済的負担を軽減するため，市道民

税課税層の中でも所得が低い世帯で

高校等に通う学生を持つ保護者等に

対し，返済不要の奨学金を支給しま

した。

事 業 費 1,361万円

（ 前 年 度 比 ） 皆増

財

源

国 ―

道 ―

市 1,361万円

うち繰入金 1,361万円

R2新規事業

R2新規事業
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■ しごと 活き活き 賑わいづくり

デザイン推進事業費

デザインを活用した地域活性化の

ため，ユネスコ創造都市とのネット

ワーク形成やセミナーの開催，

デザイン人材育成プログラムの実施

など，市民や地域の中小企業に対す

るデザイン経営・デザイン思考の

普及啓発に取り組みました。

事 業 費 1,356万円

（ 前 年 度 比 ） 皆増

財

源

国 651万円

道 ―

市 705万円

うち繰入金 292万円

旭川圏トライアルワーク連携支援費

雇用のミスマッチ解消や,学生の

地元定着，Uターン促進のため,トラ

イアルワーク（常用雇用を出口とし

た就労体験）でのマッチングや高校

生を対象にインターンシップと事前

事後学習を組み合わせたプログラム

を実施しました。

事 業 費 1,299万円

（ 前 年 度 比 ） 皆増

財

源

国 649万円

道 ―

市 650万円

― ―

強い園芸産地づくり支援費

産地の生産力減退に歯止めをかけ

るため，強度があり生産性の向上に

つながるハウスの新設や老朽化した

ハウスの建替えを支援しました。

また，ハウス建替えの支援により

作付け面積が拡大したことで，収量

及び販売額が増加しました。

事 業 費 1,075万円

（ 前 年 度 比 ） 160万円

財

源

国 ―

道 ―

市 1,075万円

― ―

ＩＣＴパーク（仮称）運営費

中心市街地の賑わい創出と ICT人

材育成を合わせたモデル事業を展開

するため，旭川市の中心部に最先端

の通信技術であるローカル 5G環境

を整備した ICT パークを設立し，e

スポーツ大会や子ども向けプログラ

ミング教室を開催しました。

事 業 費 4,480万円

（ 前 年 度 比 ） 皆増

財

源

国 1,985万円

道 ―

市 2,495万円

うち諸収入など 1,000万円

R2新規事業

R2新規事業

R2新規事業
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地域公共交通対策費

市民生活に必要なバス路線などの

維持のため，運行支援金を支給した

ほか，乗務員確保の支援，公共交通

マップの作成などを行いました。

また，誰もが安全・安心で快適に利

用できるユニバーサルデザインタク

シー車両の導入を促進しました。

事 業 費 3,366万円

（ 前 年 度 比 ） 1,708万円

財

源

国 3,001万円

道 30万円

市 335万円

― ―

観光受入体制充実費

観光客の受入体制充実のため，市

内アイヌ文化関連スポットを紹介す

る パ ン フ レ ッ ト を 作 成 し た

ほか，市内路線バスの定額利用券

「あさくるパス」の発行や，中心市

街地におけるWi-Fi 環境整備にかか

る費用を補助しました。

事 業 費 232万円

（ 前 年 度 比 ） 153万円

財

源

国 132万円

道 ―

市 100万円

― ―

大雪カムイミンタラDMO推進費

滞在型・通年型観光の促進に向け

たマウンテンシティリゾートの形成

を推進するため，スキー場を核とし

た冬季観光促進事業，マーケティン

グ調査及び各種モデル事業等に取り

組む（一社）大雪カムイミンタラ

DMOを支援しました。

事 業 費 6,77１万円

（ 前 年 度 比 ） △16８万円

財

源

国 1,813万円

道 ―

市 4,95８万円

― ―

林業担い手確保・育成支援費

林業事業者が仕事を安定的に確保

し，担い手の通年雇用や育成に向け

た環境整備を進めるため，伐採や伐

採した木を集める際に使用するフェ

ラーバンチャーなどの大型林業機械

の導入を支援し，事業体制の強化を

図りました。

事 業 費 1,955万円

（ 前 年 度 比 ） 皆増

財

源

国 ―

道 ―

市 1,955万円

うち繰入金 1,955万円

カムイスキーリンクス

アイヌ関連パンフレット

R2新規事業

フェラーバンチャーによる集材作業
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■ 地域 いきいき 温もりづくり

高齢者等除雪支援事業費

自力又は家族での除雪が困難な高

齢者等の世帯を対象とする住宅前道

路除雪において，地域住民等による

除雪体制を構築するため，令和2年

度は協力団体を6団体から40団体

に増やし，取組地域を拡大しました。

事 業 費 285万円

（ 前 年 度 比 ） 皆増

財

源

国 ―

道 ―

市 285万円

― ―

ジオパーク構想推進費

地域資源を保全し，教育・観光分野

での活用による地域活性化を目指す

｢ジオパーク構想｣を推進するため，

専門員による地域住民向けのガイド

ツアーやセミナー，展示会など計64

の事業を行い，延べ1,831人に対し

普及啓発活動を行いました。

事 業 費 635万円

（ 前 年 度 比 ） 33万円

財

源

国 ―

道 ―

市 635万円

うち諸収入 60万円

地域まちづくり推進費

地域主体のまちづくりを推進する

ため，全市 15地域に設置した地域

まちづくり推進協議会において，地

域情報や課題を共有するとともに，

地域の課題解決や活性化に取り組む

事業を実施する46団体（52事業）

に対して補助金等を交付しました。

事 業 費 743万円

（ 前 年 度 比 ） △153万円

財

源

国 ―

道 ―

市 743万円

うち繰入金 28万円

■ 特定課題に対する取組

アイヌ施策推進費

アイヌの人々の民族としての誇り

が尊重される地域社会の実現のた

め，アイヌ学習プログラムや小冊子

の制作，レプリカ製作・デジタル化に

よる博物館収蔵資料の保存と活用を

進め，アイヌ文化の理解を広げるた

めの活動を行いました。

事 業 費 424万円

（ 前 年 度 比 ） 皆増

財

源

国 251万円

道 ―

市 173万円

うち諸収入 1万円

R2新規事業

R2新規事業
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除雪費

冬期間の安全・安心な道路空間を

確保するため，車道・歩道の除排雪の

ほか雪堆積場における雪山の

解体・整理等を行いました。また，９

つの除排雪地区の一部を試行的に統

合するなど，持続可能な除排雪

体制の構築に取り組みました。

事 業 費 35億1,822万円

（ 前 年 度 比 ） 11億9,044万円

財

源

国 3億 24万円

道 ―

市 32億1,798万円

― ―

住宅雪対策費

冬期における快適で安全な住生活

を実現するため，融雪施設の設置や

無落雪屋根への改修等に対して，

令和２年度は 314 件に工事費用の

一部を補助しました。

事 業 費 3,299万円

（ 前 年 度 比 ） △808万円

財

源

国 2,232万円

道 ―

市 1,067万円

― ―

Ｎｅｔ１１９緊急通報システム導入事業費

聴覚又は言語機能に障害があり音

声による 119 番通報が困難な方に

も緊急時に通報できる体制をつくる

ため，スマートフォン等からインタ

ーネットを利用して簡単に 119 番

通報を行えるシステムの運用を開始

しました。

事 業 費 17万円

（ 前 年 度 比 ） 皆増

財

源

国 ―

道 ―

市 17万円

うち諸収入 2万円

ふるさと納税推進費

寄附実績向上のため，複数の寄附

受付ポータルサイトの活用により

寄附者の利便性を確保するととも

に，本市の魅力ある返礼品や PR冊

子の送付などを行い，令和2年度の

寄附件数は 119,976 件(寄附金額

1,801,357千円)に増加しました。

事 業 費 9億9,799万円

（ 前 年 度 比 ） 3億5,016万円

財

源

国 ―

道 ―

市 9億9,799万円

― ―

R2新規事業
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■ 新型コロナウイルス感染症対策への取組

妊産婦ランチサポート事業費

新型コロナの感染拡大に伴う外出

自粛等により，妊産婦が抱えるスト

レスや不安の緩和を図るため，テイ

クアウトで利用できる5千円分の食

事券を，対象となる妊産婦約1,900

人に配付しました。

事 業 費 1,354万円

（ 前 年 度 比 ） 皆増

財

源

国 1,354万円

道 ―

市 ―

― ―

感染症予防対策費

結核等の各種感染症の予防啓発や

発生時の原因究明のための疫学調

査・検査等を実施しました。また，新

型コロナについては，検査体制の強

化や感染拡大防止・クラスター早期

収束のため，検体採取所の運営や専

門家の現地派遣を行いました。

事 業 費 2億7,722万円

（ 前 年 度 比 ） 2億4,346万円

財

源

国 3億0,248万円

道 3,744万円

市 △6,270万円

― ―

発熱外来体制構築費

発熱者等の新型コロナの疑いがあ

る方が診察・検査を受け，速やかに感

染の有無を確認できる体制を整える

ため，発熱者等の診察を行う医療機

関に対して支援金を支給しました。

事 業 費 1億8,206万円

（ 前 年 度 比 ） 皆増

財

源

国 1億8,206万円

道 ―

市 ―

― ―

学校ＩＣＴ環境整備費

緊急時やコロナ禍でも児童生徒が

学習活動を行えるようにするため，

全ての市立小・中学校の児童生徒及

び授業を行う教員用のタブレット端

末や，学校内の通信ネットワーク・関

連機器などを整備しました。

事 業 費 19億5,416万円

（ 前 年 度 比 ） 皆増

財

源

国 15億2,839万円

道 ―

市 4億2,577万円

うち市債など 4億 2,57１万円

R2新規事業

R2新規事業
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地酒消費拡大緊急キャンペーン費

新型コロナの影響を受ける地酒関

連産業を幅広く支援するため，市内

酒造メーカー・酒販店と旭川酒販協

同組合が取り組む，地酒消費拡大の

事業を支援し，地酒四種と飲食店で

使用できる割引クーポン券を

10,000セット販売しました。

事 業 費 3,000万円

（ 前 年 度 比 ） 皆増

財

源

国 3,000万円

道 ―

市 ―

― ―

あさひかわプレミアム付商品券発行事業費

新型コロナの影響からの回復を

目指し，地域の活性化を図るため，プ

レミアム付商品券の発行・販売を行

いました。

本事業には市内 2,283 店舗が

参加し，約 47.8 億円の消費を促す

ことができました。

事 業 費 11億6,455万円

（ 前 年 度 比 ） 皆増

財

源

国 8億2,033万円

道 3億4,422万円

市 ―

― ―

飲食おもてなし事業費

新型コロナの影響により落ち込ん

だ，観光宿泊客数の増加や地域経済

の回復のため，市内の対象宿泊施設

への宿泊者向けに旭川市内の飲食店

で使用できる2千円相当の割引券を

95,000部発行しました。

事 業 費 1億7,811万円

（ 前 年 度 比 ） 皆増

財

源

国 1億7,811万円

道 ―

市 ―

― ―

緊急雇用対策費

新型コロナの影響による雇用情勢

の悪化に対応するため，緊急雇用対

策として会計年度任用職員を任用し

ました。本事業費では 26人（他の

事業費で実施した緊急雇用分を含め

ると128人）任用し，離職者等の一

時的な雇用を確保しました。

事 業 費 4,758万円

（ 前 年 度 比 ） 皆増

財

源

国 4,758万円

道 ―

市 ―

― ―

R2新規事業

R2新規事業

R2新規事業

旭川飲食おもてなし
割引券

R2新規事業
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